
別紙様式１－２（平成24年度新規承認計画用）

１．基本的事項

２．判定結果

乖離値 乖離値

▲ 1 251

98 171

2.5 ▲ 41.8

３．その他

(ⅰ）計画及び前年度執行状況の公表状況

（ⅱ)計画及び前年度執行状況の議会への説明

②  実質公債費比率

類型

計画：平成２５年３月　　説明

計画：平成２５年１０月　　公表 （　HP・広報紙・その他　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】　　）

（　HP・広報紙・その他　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】　　）執行状況：平成２７年１２月　　公表

c

b

c

財政健全化計画等執行状況報告書

項目

③　改善額 265

団体担当者会計名 岩美町水道事業会計

計画前年度実績（又は補償金免除額）

77.9

目標値

36.1

14

実績値

266

団体名

①　地方債現在高

計画最終年度（又は改善額合計）

鳥取県岩美町

平成24年度

実績見込値

承認年度

（単位：百万円、％）

総合判定

a ④　公営企業債現在高 1,929 1,831 2,002

⑤　累積欠損金比率 80.4



別紙様式１－３（平成24年度新規承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

-                 -                 

類型

やむを得ない
事情

岩美町水道事業会計

影響額（単位：百万円）

平成24年度

会計名

（単位：百万円）

計画前年度
（平成23年度）

計画最終年度
（平成28年度）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

計画最終年度における
未達成の要因

うち、やむを得ない事情

平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度

実績（見込）値（B）

平成27年度平成26年度平成25年度

団体名 鳥取県岩美町

備考

-                 

①　地方債現在高

-                 -                 -                 -                 

合計 -                 -                 -                 



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－４（平成24年度新規承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

乖離要因

単年度実質公債費比率

実質公債費比率

標準財政規模

計画目標値（A)

地方債の元利償還金

単年度実質公債費比率

係数項目
平成28年度

計画目標値（A) 実績見込値（B) 乖離値（A-B)

計画目標値（A)

地方債の元利償還金

標準財政規模

単年度実質公債費比率

乖離値（A-B)実績見込値（B)

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B）

平成25年度平成24年度

（単位：％）

計画目標値（A）

平成26年度
計画前年度

（平成23年度）
計画最終年度
（平成28年度）

平成27年度

係数項目
平成26年度

乖離値（A-B)実績見込値（B)

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

標準財政規模

係数項目
平成27年度

岩美町水道事業会計

やむを得ない
事情

（単位：百万円、％）

鳥取県岩美町

乖離要因

会計名
団体名

乖離要因

類型

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

地方債の元利償還金

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準元
利償還金に充てられる特定財
源

準元利償還金

普通地方交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債
の元利償還金

やむを得ない
事情

採用係数

採用係数

単年度再算定比率

採用係数

単年度再算定比率

単年度再算定比率

やむを得ない
事情

再算定比率



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－５（平成24年度新規承認計画用）

③　改善額

（ⅰ）推移表 （単位：百万円）

（ⅱ）要因分析

計画最終年度における未達成の要因

大口需要者の経営不振に伴う料金収入の減

一般の給水人口減少に伴う料金収入の減

異動による人件費の増

計画目標値（A）

実績（見込）値（B）

乖離値（C）
（B－A）

乖離率（D）
（C／A）

うち、やむを得ない事情 2                4                2                11               

類型 c

やむを得ない
事情

221                

▲ 7.7%

▲ 4

48             

52               

6.0%

-                

3                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

2                

-                

-                

-                

-                

3                

-                

1,792.9%

251

▲ 0.4%

▲ 1

23

備考

5                

1                

1                

2                

平成26年度

50               

51

2.0%

1

平成27年度

平成25年度平成24年度

1                1                

平成25年度
影響額（単位：百万円）

3

1                

265

平成24年度

0.0%

0

57               

57               

▲ 1.8%

▲ 1

56             

57               

補償金免除額

合計平成28年度

改善額合計平成28年度

266

53

50               

16

平成27年度平成26年度

-                

-                

1                1                

1                

-                

14                               

-                

-                

-                

1                

-                

-                

1                

岩美町水道事業会計

2                11               

-                

合計 1                2                4                2                

鳥取県岩美町
会計名
団体名



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

※平成24年度末から平成27年度末までの未収金の回収状況の比較（※不納欠損処分前の未収金額）

・補助事業で工事等を実施し人件費を資本的収支から支出することにより、平成27年度は0.5人分、約300万円の人件費を削減した。平成28年度は1人分、約600万円の人件
費を削減する予定である。

　　平成24年度3月末現在　　　未収件数　248件　　未収金額　8,547,697円

　　平成25年度3月末現在　　　未収件数　238件　　未収金額　6,843,582円　　　　　　　　　H24年度と比較して、10件、1,704,115円の未収金が解消された。

　　 平成26年度3月末現在　　　未収件数　238件　　未収金額　6,826,182円　　　　　　　　　H25年度と比較して、件数は増減0、17,400円の未収金が解消された。

　　平成27年度3月末現在　　　未収件数　234件　　未収金額　6,815,405円　　　　　　　　　　H26年度と比較して、4件、10,777円の未収金が解消された。

・平成27年度より補助事業である水道管路耐震化推進事業により工事等を実施しているため、人件費を資本的収支より支出し、人件費の削減を図る。

・回収強化により、年々、未収金が解消している。

・大口需要者（水産加工会社）の使用水量において、平成24年度に大幅に減少し（対前年度比35.8％減）、平成26年度も減少したが（対前年度比16.1％減）、平成27年度は増
加しており（対前年度比14.3％増）、平成28年度も増加傾向にある。（平成28年8月現在、対前年度比27.8％増）

・大口需要者（水産加工会社）の経営不振に伴う節水意識の向上、使用水量の減少により、平成24年度の営業用水道料金が大幅に減少したため。

・平成24年度に上記水産加工会社が外国人労働者の解雇を行ったこと等による転出者の増加や、死亡者数の増加、転入者数の減等により、計画（減少率1.0％）を上回る急
激な人口の減少（減少率1.87％）が生じた。猛暑の影響で一人当たりの使用水量が増加したため、平成24年度の有収水量への影響は軽微であったが、平成25年度以降の
有収水量低迷の主要因となっている。

・会計間をまたがった人事異動により、平成25・26年度の給料・手当・法定福利費の人件費が増加したため。

・未収金の回収強化（大口滞納者の回収強化）



別紙様式１－６（平成24年度新規承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

④　公営企業債現在高

-                 -                 -                 -                 

171

団体名

4.6% 5.1%

1,929                      

91 98

鳥取県岩美町

備考

59 78

2.2% 2.9% 3.8%

1,974                      

1,960                      2,007                      1,950                      

2,005                      2,066                      2,028                      

平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度

実績（見込）値（B）

平成27年度平成26年度平成25年度

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

計画最終年度における
未達成の要因

45

うち、やむを得ない事情

会計名

（単位：百万円）

計画前年度
（平成23年度）

計画最終年度
（平成28年度）

1,831                      

類型 a 

やむを得ない
事情

岩美町水道事業会計

8.5%

2,002                      

影響額（単位：百万円）

平成24年度

1,883                      

-                 

-                 -                 合計 -                 -                 -                 



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－７（平成24年度新規承認計画用）

⑤　累積欠損金比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析 （単位：百万円、％）

分母悪化要因 （単位：百万円）

分子悪化要因 （単位：百万円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度

合計 -                 

平成25年度

備考

 大口需要者の経営不振に伴う料金収入の減

乖離要因

▲ 5.2 ▲ 9.2

▲ 6.0 ▲ 14.9 ▲ 18.5 ▲ 6.7

会計名
団体名

岩美町水道事業会計
鳥取県岩美町

▲ 41.8

▲ 115.8

2.5

80.4                       

平成27年度

65.6                       

▲ 4.4

3.1

49.7                       

70.0                     77.9                       40.0                     58.9                     

平成26年度平成25年度平成24年度

36.6                       34.8                       計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B） 38.8                     

▲ 2.2

195                        199                        

計画最終年度（平成28年度）
実績見込値（B)計画目標値（A)

160                        152                        

5                           料金収入の減

影響額要因

分子（累積欠損金）

分母（営業収益等）

累積欠損金比率 80.4                       77.9                       

合計 5                           

平成24年度

年度 乖離値（A-B）
計画目標値（A) 実績見込値（B) 

純損益

 やむを得ない
事情

やむを得ない
事情

22

36.1                         

類型 b

再算定値

76.0                       

152                        

200                        

（単位：％）

計画前年度
（平成23年度）

計画最終年度
（平成28年度）



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

・補助事業で工事等を実施し人件費を資本的収支から支出することにより、平成27年度は0.5人分、約300万円の人件費を削減した。平成28年度は1人分、約600万
円の人件費を削減する予定である。

・会計間をまたがった人事異動により、平成25・26年度給料・手当・法定福利費等の人件費が増加したため。

・大口需要者（水産加工会社）の使用水量において、平成24年度に大幅に減少し（対前年度比35.8％減）、平成26年度も減少したが（対前年度比16.1％減）、平成
27年度は増加しており（対前年度比14.3％増）、平成28年度も増加傾向にある。（平成28年8月現在、対前年度比27.8％増）

　　平成25年度3月末現在　　　未収件数　238件　　未収金額　6,843,582円　　　　　　　　　H24年度と比較して、10件、1,704,115円の未収金が解消された。

　　 平成26年度3月末現在　　　未収件数　238件　　未収金額　6,826,182円　　　　　　　　　H25年度と比較して、件数は増減0、17,400円の未収金が解消された。

　　平成27年度3月末現在　　　未収件数　234件　　未収金額　6,815,405円　　　　　　　　　　H26年度と比較して、4件、10,777円の未収金が解消された。

・リーマンショック以降の不景気の影響及び東日本大震災の影響による、大口需要者（水産加工会社）の経営不振に伴い、営業用の使用水量が減少し料金収入が
大幅な減となったため。

・回収強化により、年々、未収金が解消している。

・未収金の回収強化（大口滞納者の回収強化）

※平成24年度末から平成27年度末までの未収金の回収状況の比較（※不納欠損処分前の未収金額）

　　平成24年度3月末現在　　　未収件数　248件　　未収金額　8,547,697円


